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研究成果の概要（和文）：　本研究は、ロシアの権威主義体制がいかに持続しているかという問題について、体
制側の視点と一般大衆側の視点の双方からアプローチした。体制側の視点としては、憲法改正による大統領の権
力強化が進んだこと、そしてそれが「国家の安定」といった理由で正当化されていることを明らかにした。一般
大衆側の視点としては、選挙や世論調査の結果を分析し、ウクライナ危機後に愛国主義が高まる状況で、プーチ
ン大統領の支持基盤に変化が起きていることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the question of how the authoritarian regime in 
Russia is sustained from both the regime's and the public's perspectives. From the regime's point of
 view, we found that the constitutional amendments have strengthened the presidential power and that
 this is justified on the grounds of "national stability". From the public's point of view, by 
analyzing the results of elections and opinion polls, we found that Putin's support base has been 
changing after the Ukrainian Crisis.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は第一に、ロシアの権威主義体制の安定性を理解する上で大きな示唆を持つ。ロシアは、日本の隣国で
ありながら長年の領土問題が未解決である国である。また現在の国際社会においても様々な意味で重要な位置を
占めている。このようなロシアの政治体制を理解することは重要な意義を持つ。
　第二に、現在世界的に権威主義体制の台頭が問題視されているが、その中でロシアは中国と並ぶ大国であり、
特に注目を集めている。その権力保持のあり方を明らかにした本研究は、権威主義体制が力を増す現在の国際社
会の問題を理解する上でも大きな意義を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 2013 年末に始まるウクライナ危機は、ロシアを取り巻く環境を一変させた。クリミア併合に
より、ロシアは、対外的には G8 離脱や経済制裁などにより欧米諸国との対立を深めた。一方、
国内ではそれまで高まっていた政権批判が一気に後退し、以降 2 年以上プーチン大統領は 8 割
を超える高い支持率を維持した。そのため、一部の研究者は、ウクライナ危機以降は愛国主義や
反米主義の高まりがプーチン政権を支えていると論じた。ただし、経済制裁、原油安、ルーブル
安などの影響で、経済状況の悪化が続き、国防予算が増大したこともあって政府は財政難に直面
した。そのため、ウクライナ危機による旗下結集効果は、この経済危機によって収束し、プーチ
ン政権は揺らぎを見せていると評価する研究者もいた。 
 このように、先行研究では、プーチン政権に対する評価が大きく異なっていた。国際社会にお
けるロシアの立場が重要になるにつれ、ロシアの現状をいかに理解すべきかという問題は、学術
的にも現実政治の面でも重要な課題である。 
 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、愛国主義の高まりによって政権の支持率が高まる一方で、経済制裁などの影
響で経済状況の悪化が続く状況で、ロシアの権威主義体制がどの程度安定的なものなのかを考
察することである。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
 上記の目的のために、本研究は体制側が体制維持のためにどのような方策をとってきたかと
いう視点と、そのような政策に対して一般大衆がどのような反応を示してきたかという視点の
双方からアプローチした。 
 前者については、主に憲法改正によって体制を強化するという方法に注目し、ロシアにおける
憲法改正の利用方法がどのように変遷してきたか、そして、憲法改正を行う際にはどのような形
でそれが正当化されてきたかを検討した。また、憲法改正の中でも大統領の任期延長が旧ソ連諸
国など多くの権威主義体制で起きていることに鑑み、大統領の任期延長の成否を決定する要因
についても理論的に検討し、旧ソ連諸国の事例を分析した。 
 後者については、2018 年の大統領選挙を中心に、選挙や世論調査の結果を分析することで、
社会のどのような層が現在のプーチン体制を支持しているか、そしてその支持基盤にはどのよ
うな変化が生じているかを検討した。 
 
 
 
４．研究成果 
 
 憲法改正については、①1993 年憲法制定以来、体制の不安定化を招くとして否定されてきた
憲法改正が、2008 年以降は体制の安定のためとして利用されるようになってきたこと、②ロシ
アで初めての大規模な憲法改正となる 2020 年憲法改正が、大統領権力の強化、愛国主義の利用
などの内容を持つこと、憲法改正の正統性を確保するために憲法が規定しない手続きをとった
ことを明らかにした。また、ロシアをはじめとする旧ソ連諸国でしばしば起こる大統領の任期延
長について、それが成功するためには大衆からの支持獲得というポピュリスト的手法がよく用
いられるということを検証した。 
 プーチン体制の支持基盤の変化については、①2018 年大統領選挙では、従来反体制的志向を
持つと考えられてきた大都市でプーチンの得票率が高まったこと、その一方で、周辺部の知事選
挙では与党候補が敗北する例が見られたことを考察し、②ウクライナ危機以降、所得・教育水準
の高いいわゆる中間層がプーチンの支持基盤になりつつあることを実証した。 
 
 本研究の意義は、第一に、ロシアの権威主義体制の安定性を理解するために不可欠な材料を提
供している点にある。ロシアは、日本の隣国でありながら長年の領土問題が未解決である国であ
る。また現在の国際社会においても様々な意味で重要な位置を占めている。このようなロシアの
政治体制を理解することは重要な意義を持つ。 
 第二に、本研究は 2つの意味で権威主義体制研究の発展に大きな貢献をなしている。まず、冷



戦終結後はクーデタのような急激な変化ではなく、漸進的な権威主義の強化が問題となってお
り、憲法改正はその主要な手段と考えられている。本研究は、ロシアおよび旧ソ連諸国で憲法改
正がいかに利用されているのかを明らかにすることで、漸進的な権威主義化のメカニズムを明
らかにした。また、比較政治学では長らく中間層は民主化の担い手と考えられてきたが、本研究
は中間層が権威主義体制の安定に寄与する存在でもあることを明らかにした。この視点は、今後
権威主義体制研究が発展する上で重要な視点であると考えられる。 
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